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農作物生産・加工をしている会社に入社
した新入社員Aは、午後７時から、居酒屋
で開催された米収穫に向け士気を高めるた
めの懇親会に参加した。この懇親会は毎年
収穫シーズンに会社が開催し、従業員9人
全員と取引先の従業員3人も参加してい
た。社長による業務の説明が1時間ほどあ
り、その後、お酒や食事が提供されたが、
Aは飲酒せずウーロン茶を飲んでいた。懇
親会では、昨年の米を詰めた米俵を取引先
にプレゼントすることが恒例行事で、毎年
その年の新入社員もしくは一番社歴が浅い
従業員が贈呈する役目であった。力に自信
がないAは断りたかったが、社長からの指
示もあり米俵を持ち上げたところ、手がす
べって米俵を落とし、右足を骨折した。

飲食を伴う懇親会の場であったものの、
新入社員Ａの負傷は業務上災害となった。

会社主催の宴会などの社外行事は、原則
的に業務上の災害として認められない。し
かし、参加の強制の有無、社外行事の目的
と業務の関連性などの諸事情から例外的に
業務上の災害と認められる場合がある。行
政通達（昭和48・11･22基発 644号）に
よると、「全職員について参加が命じられ、
これに参加すると出勤扱いとされるような
会社主催の行事に参加する場合等は業務と
認められる。さらに、事業主の命をうけて
得意先を接待し、あるいは、得意先との打
合せに出席するような場合も、業務となる。
逆に、このような事情のない場合、例えば、
休日に会社の運動施設を利用しに行く場合

が

え
る
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はもとより会社主催ではあるが参加するか
否かが労働者の任意とされているような行
事に参加するような場合には、業務となら
ない。ただし、そのような会社のレクリエー
ション行事であっても、厚生課員が仕事と
してその行事の運営にあたる場合には当
然業務となる。また、事業主の命によって
労働者が拘束されないような同僚との懇親
会、同僚の送別会への参加等も、業務とは
ならない」としている。どのような目的か、
従業員の立場はどのようなものか、どのよ
うな内容かということが判断のポイントと
なる。裁判例でも、基本的には業務上とは
認めない傾向にあるが、諸事情を総合的に
考えて判断している。例えば、東京地裁平
成27年1月21日判決の品川労基署長事件
では、納会は任意参加とされていたが、業
務遂行性を認めた。この要件がという判断
ではなく、詳しく詳細を考慮している。
今回のケースでは、懇親会は社長が自ら
企画したもので、費用は会社が全額負担し、
従業員全員が参加可能な日取りを選び日程
を決めたため、結果的には全員参加による
開催となった。ちなみに、Aは当日休みで
あったが、出勤扱いとして他の従業員同様、
給料が支払われていた。飲食の前に、社長
による業務の説明は1時間も行われてお
り、懇親会の目的も、会社の収益の根幹に
かかわる米収穫業務を間近に控え、新入社
員のAは他の従業員と親睦を深めて知識経
験を共有し、連帯感と強調性を高めること
で、農作業において安全かつ迅速に収穫作
業を行うためであるということで業務上の
必要性があると考えられた。つまり、会社
が従業員に参加を強制した業務であり、飲
食を伴う懇親会と社長の従業員への説明と
が一体として開催された懇親会である。ま
た、取引先への接待も社長から指示されて

いたため、飲食を伴う懇親会の席であるも
のの業務遂行性があるものと判断された。
仙台高裁令和3年 12月 2日判決の山形
県労基署事件で、さくらんぼ収穫に向けた
決起大会での腕相撲により右ひじを骨折・
脱臼したことが業務上負傷になるかを争っ
た判例がある。裁判所は、決起大会の性質、
決起大会の場での恒例行事としての全員参
加で腕相撲大会が行われる腕相撲と決起大
会の一体性、わずか8人の会社の社長が直
接指示をして腕相撲に参加させたことは、
決起大会への参加と一体の会社の業務とし
て、社長の指示に従って業務を遂行した行
為であると認め、飲食が進んだあとの余興
と考えた地裁の判断を覆した。
このように、お酒を伴う懇親会だから業
務外だと簡単に決めることができない。行
政通達による判断もさることながら、裁判
例からも小規模の会社における社長の拘束
力や強制力といった要素もポイントとなっ
ている。どのような会社の、どのような内
容で、どのような目的なのか、事業運営上
緊要なものなのか、費用負担など、総合的
にしっかりと把握して、慎重に対応するこ
とが求められる。
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